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市場環境の変化

◆通信と放送の融合、ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞの浸透、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用の拡大

◆消費者の購買行動の多様化

メ デ ィ ア ・ I T ・ リ テ イ ル の 融 合 に よ り 、
消 費 者 の 多 様 な ラ イ フ ス タ イ ル に 対 応 す る
新 た な 価 値 の 創 造 ・ 提 供 を 目 指 す

0707年４月年４月 メディア・ライフスタイル事業部門メディア・ライフスタイル事業部門 新設新設

メディア・ライフスタイル事業部門について

◆ 各分野で業界ト ップレベルの事業を展開
◆ 事 業 会 社 間 の バ リ ュ ー チ ェ ー ン 深 化
◆ マ ル チ チ ャ ン ネ ル 展 開 の 推 進 に よ る
コ ン シ ュ ー マー ・ リ ー チの拡大

ビ ジ ョ ン
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組織図

資源・化学品事業部門

生活産業・建設不動産事業部門

金融・物流事業部門

インフラ事業部門

輸送機・建機事業部門

金属事業部門

ライフスタイル・リテイル事業本部

リテイル＆ウェルネス事業部

ファッション事業部

ブランド事業部

ダイレクトマーケティング事業部

メディア事業本部

ケーブルテレビ事業部

放送・映画事業部

ネットワーク事業本部

モバイル＆インターネット事業部

ＩＴソリューション事業部

部長：原田部長：原田 廣人廣人

部長：御子神部長：御子神 大介大介

部長：金治部長：金治 伸隆伸隆

部長：治良部長：治良 博史博史

部長：眞下部長：眞下 尚明尚明

部長：師岡部長：師岡 伸生伸生

部長：田中部長：田中 恵次恵次

部長：森田部長：森田 直行直行

メディア・ライフスタイル事業部門

メディア・ライフスタイル総括部

部門長：大澤部門長：大澤 善雄善雄

総括部長：中村総括部長：中村 仁仁

本部長：林本部長：林 正俊正俊

本部長：竹岡本部長：竹岡 哲朗哲朗

本部長：大橋本部長：大橋 茂茂
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関係会社55社（09年7月時点）による事業展開

ネットワーク事業本部 （28社） ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ･ﾘﾃｲﾙ事業本部 （22社）メディア事業本部 （5社）

インフラとコンテンツのインフラとコンテンツの
両面からビジネスを推進両面からビジネスを推進

企業や一般消費者を対象とした企業や一般消費者を対象とした
携帯電話・ブロードバンド回線の販売事業、携帯電話・ブロードバンド回線の販売事業、

ITITシステム・サービス、システム・サービス、

各種ネットサービスの提供各種ネットサービスの提供

消費者の多様なライフスタイルに消費者の多様なライフスタイルに
対応した各種リテイル関連ビジネスを推進対応した各種リテイル関連ビジネスを推進

テクノロジーネットワークス

◆ケーブルインターネット

◆シネマ・コンプレックス

ジュピターテレコム

◆CATV局統括/多チャンネル番組供給

◆映画製作・配給

アスミック・エースエンタテインメント

ユナイテッド・シネマ

ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ事業

放送・映画事業

ティーガイア

◆携帯端末・回線販売

日本ワムネット

◆Webサービス

モバイル事業

ジープラン

爽快ドラッグ

◆eコマース

EC/Webサービス事業

Presidio STX

住商情報システム

◆米国ITベンチャー投資

ITｿﾘｭｰｼｮﾝ事業

◆ITｿﾘｭｰｼｮﾝ

サミット

食品ｽｰﾊﾟｰ事業

ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ事業

住商ドラッグストアーズ

住商インテリアインターナショナル

スミテックス・インターナショナル

ｱﾊﾟﾚﾙ / ｲﾝﾃﾘｱOEM事業

バーニーズジャパン

モンリーブ

ナラカミーチェ

ランセルジャパン

マーク ジェイコブス ジャパン

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ事業

ジュピターショップチャンネル

ﾀﾞｲﾚｸﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ事業

◆テレビショッピング

住商ネットスーパー

クスリのカツマタ

マミーマート

アシェット婦人画報社



5

①単体

②子会社

③関連会社

合計（①+②+③）

・ 上記人員数は、従業員と臨時従業員（派遣、ﾊﾟｰﾄ、ｱﾙﾊﾞｲﾄ等）の合計 （09年3月末時点）

人員構成

メディア
事業本部

1,424人

10,791人 7,882人

3,510人 12,724人

3,069人

109人 126人 144人

12,323人 11,518人 15,932人

<10,791人>

<3,415人> <7,964人>

<7,092人>

ネットワーク
事業本部

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ･ﾘﾃｲﾙ

事業本部

＋

＝

17,658人

21,742人

39,826人

426人

総括部

47人

18,084人

86,448人

5,281人

＋

＝

91,729人

部門合計 全社合計

対全社比率対全社比率
2020％％

<3,054人>
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メディア、ネットワーク、ライフスタイル・リテイルの各分野における、メディア、ネットワーク、ライフスタイル・リテイルの各分野における、
業界トップレベルの事業展開業界トップレベルの事業展開

部門の強み

SCSSCS サミットサミット

・業界大手ｸﾞﾙｰﾌﾟ
・売上1,343億円

・食品ｽｰﾊﾟｰ業界大手
・売上2,284億円＊＊44 ＊＊44

J:COMJ:COM ショップチャンネルショップチャンネル ティーガイアティーガイア

・ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ国内最大手
（シェア：37％）

・加入世帯数 322万世帯

・ﾃﾚﾋﾞ通販最大手
（シェア：28％）

・365日24時間放送

・携帯電話販売代理店
No.1（シェア：15％）
・販売台数550万台＊＊44

＊＊22

＊＊11 0808年年99月時点月時点
＊＊22 0909年年66月時点月時点
＊＊33 0808年度推定年度推定
＊＊44 0808年度実績年度実績
＊＊55 直近決算期実績直近決算期実績

トモズトモズ ++ カツマタカツマタ

・調剤併設型
ドラッグストア大手

・２社合計売上500億円

＊＊33＊１＊１

＊＊55

＊＊44
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有店舗 無店舗
消費者

ポイント交換

日用品eコマース事業食品スーパー

映画製作・配給

テレビショッピング

ファッションブランド

テレビチャンネル群

ドラッグストア

シネマ・コンプレックス ケーブルテレビ衛星放送 ポータルサイト

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

メ
デ
ィ
ア

リ
テ
イ
ル

雑誌・書籍

携帯端末・回線販売

ブランドEC事業

ネットスーパー事業

システム開発 データ送信／共有サービス物流

事業会社間のバリューチェーン強化と、事業会社間のバリューチェーン強化と、
メディア・メディア・ITIT・リテイルを融合したマルチチャンネル展開の推進・リテイルを融合したマルチチャンネル展開の推進

部門の強み



8

テレビショッピングファッションブランド

ケーブルテレビ

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

メ
デ
ィ
ア

リ
テ
イ
ル

システム開発

部門の強み

システム開発システム開発//提供提供

2424時間放送時間放送

メディアメディア

各種ブランドの販売各種ブランドの販売

具体例
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最近の取組実績

・ショップチャンネル完全子会社化（持分35%→100％）・ショップチャンネル完全子会社化（持分35%→100％）

・J:COMとジュピターTV（有料多チャンネル放送事業）の統合・J:COMとジュピターTV（有料多チャンネル放送事業）の統合

・J:COMのM&A推進（メディアッティ買収他）・J:COMのM&A推進（メディアッティ買収他）

・携帯電話販売事業の再編（ティーガイア発足）・携帯電話販売事業の再編（ティーガイア発足）

・住商ネットスーパー設立・住商ネットスーパー設立

・ブランドポートフォリオの拡充・ブランドポートフォリオの拡充
07年9月 ナラカミーチェ全株式取得
08年10月 ランセルジャパン設立
08年12月 マーク ジェイコブス ジャパン設立
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全社に占める比率（０９年度）

ＲＡ（期首）総資産（期首）

部門部門
6,9696,969億円億円

全社全社
77兆兆182182億円億円

部門部門
1,6771,677億円億円

全社全社
11兆兆3,8003,800億円億円

9.9%9.9% 12.2%12.2%

純利益（予想）

部門部門
120120億円億円

全社全社
1,1501,150億円億円

10.4%10.4%
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【重点分野】

メディア・リテイル事業の更なる拡大

①ショップチャンネルの商品力・番組力強化と顧客基盤拡大

②ネットスーパー事業の首都圏での本格展開

③爽快ドラッグの商品調達強化やモバイル展開の拡充

④既存リテイルビジネスのマルチチャンネル化推進

コア事業の強化

①Ｊ：ＣＯＭのコンテンツ拡充及びサービス高度化

②住商情報システムの事業基盤強化

③サミットの新規出店と資本業務提携の推進

④トモズとクスリのカツマタの経営統合

⑤ティーガイアの販売網強化と経営の効率化

⑥ブランドポートフォリオの拡充

・国内消費環境の冷え込み
はもう暫く続く

・放送と通信の融合による
競争の激化

・ライフスタイルの変化と
消費形態の多様化

今後の事業戦略

事業環境


